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令和７年度鬼北町病院事業会計予算

愛　媛　県　鬼　北　町

鬼 北 町 病 院 事 業 会 計 予 算

予 算 に 関 す る 説 明 書



（２）　予算説明書

（３）　予定キャッシュ・フロー計算書

（４）　給与費明細書

（５）　予定貸借対照表・予定損益計算書

（６）　注記

予　算　に　関　す　る　説　明　書

　　　　　　　　　

（１）　予算実施計画



　（総則）

　（業務の予定量）

　１　病床数 一般病床 ５５ 床
療養病床 ４４ 床 （休床）

　２　年間患者数
　　（１）入院 １４，６００ 人
　　（２）外来 ３７，７５２ 人

　　（１）入院 ４０．０ 人
　　（２）外来 １５６．０ 人

第　１　款 １，０１１，９１６ 千円
第　1　項 医 業 収 益 ７０４，７７９ 千円
第　２　項 医 業 外 収 益 ２７５，０３６ 千円
第　３　項 附帯事業収益 ３２，０００ 千円
第　４　項 特 別 利 益 １０１ 千円

第　1　款 １，０１０，５９９ 千円
第　1　項 医 業 費 用 ９６８，６５１ 千円
第　２　項 医 業 外 費 用 ７，７４７ 千円
第　３　項 附 帯 事 業 費 ３２，０００ 千円
第　４　項 特 別 損 失 ２０１ 千円
第　５　項 予 備 費 ２，０００ 千円

令和７年度鬼北町病院事業会計予算

　３　１日平均患者数

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（収益的収入及び支出）

第１条　令和７年度鬼北町の病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

支　　　　　　出

病院事業収益

病院事業費用

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　入

－　1　－



－　2　－

　(資本的収入及び支出）

　　　第　１　款 １２５，８１４ 千円
　第　１　項 企 業 債 ３２，４００ 千円

第　２　項 他 会 計 負 担 金 ３８，４１４ 千円
第　３　項 補 助 金 ５５，０００ 千円

　　　第　１　款 １６４，６８１ 千円
第　１　項 建 設 改 良 費 ５，４５９ 千円
第　２　項 固 定 資 産 購 入 費 ８２，３９３ 千円
第　３　項 企 業 債 償 還 金 ７６，８２９ 千円

　（企業債）

（単位：千円）
限　度　額

２，７００ 借 入 先 　財務省ほか
借 入 方 法 　普通貸借
借 入 時 期 　令和7年度

２，７００
　以下同上

（2）同上
１３，５００

　以下同上

（2）同上
１３，５００

　以下同上
（2）同上

３２，４００

過疎対策事業債

計

医療機器整備事業 同上 　同上 （1）12年以内（内据置3年以内）

病院事業債

（2）前項の据置期間、償還期限、償還の方法が借入
先の融資条件に抵触するときは、その融資条件によ
ることができる。

施設整備事業 同上 　同上 （1）12年以内（内据置3年以内）

過疎対策事業債

医療機器整備事業 同上 　同上 （1）10年以内（内据置1年以内）

施設整備事業 　年3.00％以内 （1）30年以内（内据置5年以内）
病院事業債 　ただし、病院経営の都合により据置期間及び償還

期限を短縮し、若しくは繰上償還又は低利に借換え
することができる。　ただし、事業又は財政の都合によ

り、起債額の全額若しくは一部を翌年
度へ繰越し借用できる。

支　　　　　　出
資本的支出

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 起　債　の　方　法 利　　率 償　還　の　方　法

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額３８，８６７千円は、過年度分損益勘定

　留保資金３８，８６７千円で補填するものとする。）

収　　　　　　入
資本的収入



　（一時借入金）

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　場合には、議会の議決を経なければならない。

　（１）職員給与費 １２６，９４４ 千円

　（他会計からの補助金）

　（重要な資産の取得）

　　　　　　　　　　　　令和７年３月５日　　提出

愛媛県鬼北町長　　兵　　頭　　誠　　亀

名　　　　　称

一　式

数　　　　量種　類

医療機器

医療機器 全身用X線CT診断装置 一　式

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

第６条　一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。

　（１）病院事業費用における医業費用、医業外費用及び附帯事業費用相互間の流用

全自動錠剤分包機

第１０条　重要な資産の取得は、次のとおりとする。

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する

第９条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、９，９１４千円である。

取得する財産

－　3　－



－　4　－

款 項 目 予定額（千円） 備        考

1　病院事業収益 1,011,916

1　医業収益 704,779

1　入院収益 435,810

2　外来収益 245,388

3　その他医業収益 23,581

2　医業外収益 275,036

1　受取利息配当金 200

2　他会計負担金 191,000

3　補助金 9,914

4　患者外給食収益 1

5　その他医業外収益 2,396

6　長期前受金戻入 71,525

3　附帯事業収益 32,000

1　訪問看護ステーション収
 　益

32,000

4　特別利益 　 101

1　過年度損益修正益 100

2　その他特別利益 1

令和７年度鬼北町病院事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収      入



款 項 目 予定額（千円） 備        考

1　病院事業費用 1,010,599

1　医業費用 968,651

1　給与費 126,944

2　経費 755,134

3　減価償却費 86,563

4　資産減耗費 10

2　医業外費用 7,747

1　支払利息及び企業債取扱
　　諸費

4,745

2　雑損失 2

3　消費税及び地方消費税 3,000

3　附帯事業費用 32,000

1　訪問看護ステーション費 32,000

4　特別損失 201

1　固定資産売却損 1

2　過年度損益修正損 100

3　その他特別損失 100

5　予備費 2,000

1　予備費 2,000

支     出

－　5　－



－　6　－

款 項 目 予定額（千円） 備        考

1　資本的収入 125,814

1　企業債 32,400

1　企業債 32,400

2　他会計負担金 38,414

1　他会計負担金 38,414

3　補助金 55,000

1　補助金 55,000

款 項 目 予定額（千円） 備        考

1　資本的支出 164,681

1　建設改良費 5,459

1　建設改良費 5,459

2　固定資産購入費 82,393

1　固定資産購入費 82,393

3　企業債償還金 76,829

1　企業債償還金 76,829

資本的収入及び支出

収      入

支     出



区   分

1　医業収益 704,779 682,375 22,404

　1　入院収益 435,810 423,765 12,045 1　入院収益 435,810 一般病床入院収益 435,810

　2　外来収益 245,388 235,029 10,359 1　外来収益 245,388 外来収益 245,388

　3　その他医業収益 23,581 23,581 0 1　室料差額収益 6,000 室料差額収益 6,000

2　保健予防活動収益 9,000 保健予防活動収益 9,000

3　医療相談収益 4,080 医療相談収益 4,080

4　受託検査施設利用
　　収益

1 受託検査施設利用収益 1

5　その他医業収益 4,500 その他医業収益 4,500

2　医業外収益 275,036 256,993 18,043

　1　受取利息配当金 200 200 0 1　預金利息 200 預金利息 200

　2　他会計負担金 191,000 191,000 0 1　他会計負担金 191,000 一般会計負担金 191,000

　3　補助金 9,914 9,500 414 1　他会計補助金 9,914 一般会計補助金 9,914

　4　患者外給食収益 1 1 0 1　患者外給食収益 1 患者外給食収益 1

　5　その他医業外収益 2,396 2,871 △ 475 1　その他医業外収益 2,396 医師公舎等使用料 2,311

行政財産使用料 55

その他医業外収益 30

　6　長期前受金戻入 71,525 53,421 18,104 1　受贈財産評価額 27,418 受贈財産評価額 27,418

2　国庫補助金・県補
　　助金

5,785 国庫補助金 5,785

3　他会計負担金 38,322 他会計負担金 38,322

（単位：千円）

比較項   目

令和７年度鬼北町病院事業会計予算説明書

収益的収入及び支出

収     入
１款　病院事業収益

金   額
説        明

節
本年度予定額 前年度予定額

－　7　－



－　8　－

区   分

3　附帯事業収益 32,000 32,000 0

32,000 32,000 0 32,000 訪問看護ステーション収益 32,000

4　特別利益 101 101 0

　1　過年度損益修正益 100 100 0 1　過年度損益修正益 100 過年度損益修正益 100

　2　その他特別利益 1 1 0 1　その他特別利益 1 その他特別利益 1

１款　病院事業収益

（単位：千円）

説        明
金   額

本年度予定額項   目
節

前年度予定額 比較

　1　訪問看護ステー
　　　ション収益

1　訪問看護ステー
　　ション収益

―　7　―



区   分

1　医業費用 968,651 927,850 40,801

　1　給与費 126,944 123,712 3,232 1　給料 41,777 給料（６） 41,777

2　手当 55,579 扶養手当 918

初任給調整手当 12,921

通勤手当 98

特殊勤務手当 28,380

時間外勤務手当 200

期末手当 6,733

勤勉手当 5,549

児童手当 780

3　賞与引当金繰入額 6,110 賞与等引当金繰入額 6,110

5　法定福利費 15,099 共済組合負担金 14,930

公務災害補償基金負担金 8

市町村職員互助会負担金 161

6　法定福利費引当金
　　繰入額

1,234 法定福利費引当金繰入額 1,234

7　退職手当負担金 7,144 退職手当組合負担金 7,144

8　報酬 1 報酬 1

　2　経費 755,134 720,923 34,211 1　福利厚生費 1 福利厚生費 1

2　報償費 600 報償費 600

3　旅費 450 費用弁償 100

普通旅費 350

4　備消品費 100 備消品費 100

節
項   目 本年度予定額

（単位：千円）

説        明
金   額

比較前年度予定額

１款　病院事業費用

支     出

－　9　－
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１款　病院事業費用

区   分

5　印刷製本費 68 印刷製本費 68

6　修繕費 2,000 修繕費 2,000

7　保険料 1,245 病院賠償責任保険料 892

訪問看護賠償責任保険料 11

建物火災保険料 306

派遣職員労働災害補償保険料 36

8　賃借料 1 賃借料 1

9　委託料 33,539 収益管理委託料 33,000

特殊建築物定期調査委託料 539

10　諸会費 1 諸会費 1

11　交付金 717,000 健康保険等診療報酬交付金 561,564

運営交付金 155,436

12　貸倒引当金繰入額 9 貸倒引当金繰入額 9

13　手数料 120 振込手数料 120

　3　減価償却費 86,563 83,205 3,358 1　建物減価償却費 41,936 建物減価償却費 41,936

2　構築物減価償却費 389 構築物減価償却費 389

3　医療用器械及び備
　　品減価償却費

44,098 医療用器械等減価償却費 44,098

4　無形固定資産減価
　 償却費

140 無形固定資産減価償却費 140

　4　資産減耗費 10 10 0 1　固定資産除去費 10 固定資産除去費 10

2　医業外費用 7,747 8,644 △ 897

4,745 5,642 △ 897 1　企業債利息 3,745 企業債利息 3,745

2　一時借入金利息 1,000 一時借入金利息 1,000

（単位：千円）

金   額

　1　支払利息及び企業
　　　債取扱諸費

説        明項   目 本年度予定額 前年度予定額 比較
節



１款　病院事業費用

区   分

　2　雑損失 2 2 0 1　その他雑損失 2 その他雑損失 1

控除対象外消費税 1

　3　消費税及び地方消
　　　費税

3,000 3,000 0
1　消費税及び地方消
　　費税

3,000 消費税及び地方消費税 3,000

3　附帯事業費用 32,000 32,000 0

　1　訪問看護ステー
　　　ション費

32,000 32,000 0 1　交付金 32,000 訪問看護等報酬交付金 32,000

4　特別損失 201 201 0

　1　固定資産売却損 1 1 0 1　固定資産売却損 1 固定資産売却損 1

　2　過年度損益修正損 100 100 0 1　過年度損益修正損 100 過年度損益修正損 100

　3　その他特別損失 100 100 0 1　その他特別損失 100 その他特別損失 100

5　予備費 2,000 2,000 0

　1　予備費 2,000 2,000 0 1　予備費 2,000 予備費 2,000

本年度予定額 比較前年度予定額

（単位：千円）

節
説        明

金   額
項   目

－　11　－
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１款　資本的収入

区   分

1　企業債 32,400 51,800 △ 19,400

　1　企業債 32,400 51,800 △ 19,400 1　病院事業債 32,400 医療機器整備事業債(病院) 13,500

医療機器整備事業債(過疎) 13,500

医療設備整備事業債(病院) 2,700

医療設備整備事業債(過疎) 2,700

2　他会計負担金 38,414 21,055 17,359

　1　他会計負担金 38,414 21,055 17,359 1　他会計負担金 38,414 一般会計負担金 38,414

3　補助金 55,000 12,543 42,457

　1　補助金 55,000 12,543 42,457 1　補助金 55,000 県補助金 55,000

１款　資本的支出

区   分

1　建設改良費 5,459 19,925 △ 14,466

　1　建設改良費 5,459 19,925 △ 14,466 1　建設改良費 5,459 工事請負費 5,459

2　固定資産購入費 82,393 44,773 37,620 設計監理委託料

　1　固定資産購入費 82,393 44,773 37,620 1　固定資産購入費 82,393 医療機器購入費 82,392

施設機器購入費 1

3　企業債償還金 76,829 42,110 34,719

　1　企業債償還金 76,829 42,110 34,719 1　企業債償還金 76,829 元金償還金 76,829

（単位：千円）

本年度予定額 前年度予定額 比較
金   額

（単位：千円）

項   目
節

資本的収入及び支出

収     入

説        明
金   額

説        明

項   目 本年度予定額 前年度予定額 比較
節

支     出



（単位：千円）

当年度純利益(△は純損失） △ 3,939
減価償却費 86,703 97,544
固定資産除却損 10
賞与等引当金の増減額(△は減少） 379
長期前受金戻入額 △ 71,525 △ 91,324
受取利息及び受取配当金 △ 200 △ 200
支払利息 4,745 3,540
未収金の増減額(△は増加） △ 21,177
未払金の増減額(△は減少） △ 2,406

　　小　　計 △ 7,410 9,560
利息及び配当金の受取額 200 200
利息の支払額 △ 4,745 △ 3,540

△ 11,955 6,220

有形固定資産の取得による支出 △ 79,769 -67740
国庫補助金等による収入 75,664
一般会計からの繰入金による収入 38,299 8130

34,194 △ 59,610

建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 32,400 69600
建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 76,829 -16260

△ 44,429 53,340

4　資金増加（減少）額（△は減少） △ 22,190 △ 50
5　資金期首残高 70,994 78211
6　資金期末残高 48,804 78,161

―　12　―

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

令和７年度鬼北町病院事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

1　業務活動によるキャッシュ・フロー

2　投資活動によるキャッシュ・フロー

3　財務活動によるキャッシュ・フロー

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日）

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー
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2の増減額と合した数字

実支給額 実支給額

本 年 度

前 年 度

比 較 416

7,893

144 △ 741 853 △ 200 492

774 13,662 98 27,527 400 9,591

（千円） （千円）

918 12,921 98 28,380 200 10,083 8,309

勤 勉 手 当

手 当 手 当 手 当 別勤務手当 手 当

通 勤 手 当 特 殊 勤 務 時間外勤務 管理職員特 管 理 職 期 末 手 当

2,100 545 2,645

手
当
の
内
訳

区 分

扶 養 手 当 住 居 手 当 初任給調整

較 合　　　　　　計
(　　　)

1,136 964

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

2,100 545 2,645964

資本勘定支弁職員
(　　　)

比 損益勘定支弁職員
(　　　)

1,136

6

度 合　　　　　　計
(　　　)

40,641

年 資本勘定支弁職員
(　　　)

59,945 100,586 15,795 116,381
6

前 損益勘定支弁職員
(　　　)

40,641

度 合　　　　　　計
(　　　)

41,777 60,909

59,945 100,586 15,795 116,381
6

102,686 16,340 119,026

6

年 資本勘定支弁職員
(　　　)

本 損益勘定支弁職員
(　　　)

41,777 60,909 102,686 16,340 119,026
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給　　与　　費　　明　　細　　書

１　総括

区　　　　　　　分
職 員 数

給　 　　与　 　　　費
法定福利費 合 計

備　　　　考給 料 賃 金 手 当 計

（　人　） （千円） （千円） (千円） （千円） （千円） (千円）



増 減 額
（千円）

給 料 1,136 521 521,000 円

521

160 160,000 円

160
455 その他（昇格を含む） 455,000 円

455

手 当 964 564 564,000 円

564
400 その他（昇格を含む） 400,000 円

400

　(１)　職員1人当たり給与
医　療　職（一）

平 均 給 料 月 額 （円） 623,080
平 均 給 与 月 額 （円） 1,319,120
平 均 年 齢 （歳） 52.0
平 均 給 料 月 額 （円） 605,865
平 均 給 与 月 額 （円） 1,299,245
平 均 年 齢 （歳） 42.6

　(２)　初任給

行　政　職　（円）

192,447

224,338336,708 336,708

―　15　―

高　　　校　　　卒 192,447

区　　　　　分
行　　　政　　　職 医　療　職（一） 一　般　会　計　の　制　度

　　　　　　　　（円） 　　　　　　　（円） 医　療　職（一）（円）

大　　　学　　　卒 224,338

前　　　年　　　度
令和6年4月1日現在

357,375
428,808

46.11

３　給料及び職員手当の状況

区　　　　　　　　　　　　分 行　　政　　職

本　　　年　　　度
令和7年4月1日現在

365,975
445,408

47.11

そ の 他 の 増 減 分

給与改定に伴う増減分 人事院勧告に伴うもの
　適用期日　令和6年4月1日

昇 給 に 伴 う 増 加 分 平均昇給率　0.61 ％

そ の 他 の 増 減 分

制度改正に伴う増減分 人事院勧告に伴うもの
　適用期日　令和6年4月1日

２　給料及び手当の増減額の明細

区 分
増 減 事 由 別 内 訳

説　　　　　　　　　　明 備　　　　考
　　　　　　　　　　　　　（千円）
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　(３)　級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）
（　　　） （　　　） （　　　） （　　　）

（　　　） （　　　） （　　　） （　　　）
1 20.0

本　　　　年　　　　度 （　　　） （　　　） （　　　） （　　　）
3 60.0

令和７年４月１日 現在 （　　　） （　　　） （　　　） （　　　）
1 100.0 1 20.0

（　　　） （　　　）

（　　　） （　　　）

（　　　） （　　　） （　　　） （　　　）
1 100 5 100.0

（　　　） （　　　） （　　　） （　　　）

（　　　） （　　　） （　　　） （　　　）
1 20.0

前　　　　年　　　　度 （　　　） （　　　） （　　　） （　　　）
3 60.0

令和６年４月１日 現在 （　　　） （　　　） （　　　） （　　　）
1 100.0 1 20.0

（　　　） （　　　）

（　　　） （　　　）

（　　　） （　　　） （　　　） （　　　）
1 100 5 100.0

計 計

５　級

６　級

３　級 ３　級

４　級 ４　級

１　級 １　級

２　級 ２　級

６　級

計 計

４　級 ４　級

５　級

２　級 ２　級

３　級 ３　級

１　級 １　級

―　16　―

区　　　　　　　　分
行　　　　　政　　　　　職 医　　療　　職　　（一）



（級別の標準的な職務内容）

　(４)　昇給

本

年

度
前

年

度

　(５)　期末手当・勤勉手当

―　17　―

一般会計の制度
（ ） （ ） （ ）

有
2.300 2.300 4.600

前 年 度
（ ） （ ） （ ）

有
2.250 2.250 4.500

本 年 度
（ ） （ ） （ ）

有
2.300 2.300 4.600

　　比　　率　（Ｂ）／（Ａ）　　　　　　　　　　　　　　　　（％） 　　　(％)

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職制上の段階、職務の

級等による加算措置
備　　考

６ 月 （ 月 分 ） 12月（月分） （ 月 分 ）

6号給　 （人）
号 給 数 別 内 訳

2号給　 （人）
4号給　 （人）

8号給　 （人）

職 員 数 (Ａ) (人) 6 1 5
　　比　　率　（Ｂ）／（Ａ）　　　　　　　　　　　　　　　　（％） 　　　(％)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

6号給　 （人）
号 給 数 別 内 訳

2号給　 （人）
4号給　 （人）

8号給　 （人）

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

区 分 合　　　　　　　計 行　 　政　　 職 医　療　職　（一）
職 員 数 (Ａ) (人) 6 1 5

主　　　 幹

医  療  職　（一） 医 師 医 師 医 師 医 師

５　　級 ６　　級

行 　　 政　  　職 主 事 主 査 主 任 係 長 課長補佐 課 長

区 分 １　　級 ２　　級 ３　　級 ４　　級

－　17　－
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　(６)　定年退職及び歓奨退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計の制度

（支給率等）

　(７)　特殊勤務手当

全 職 種 行 政 職 医 療 職 （ 一 ）

67.9 75.9

管 理 職 員 特 別 勤 務 手 当 同

時 間 外 勤 務 手 当 同

通 勤 手 当 同

管 理 職 手 当 同

住 居 手 当 同

初 任 給 調 整 手 当 同

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

（令和７年４月１日　　現在）

　代表的な特殊勤務手当の名称 医師の特殊勤務手当　研究手当

　(８)　その他の手当

区　　　　　　　　　　　分

　給料総額に対する比率　　（％）

　支給対象職員の比率　　　（％）
83.3 100.0

―　18　―

区　　　分
その他の

加算措置等
備　　考

定年前早期退職
特例措置

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特例措置



1 千円 千円 千円 千円

（1）

347,349

2,047,579

△ 1,214,142 833,437

231,927

△ 215,875 16,052

641,538

△ 307,815 333,723

1,530,561

（2）

462

420

882

1,531,443

2

（1） 48,804

（2） 101,962

△ 345 101,617

150,421
1,681,864

令和７年度  鬼北町病院事業予定貸借対照表

（　令和８年３月３１日　）

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産

イ 土 地

ロ 建 物

減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

ニ 医療機器及び 備品

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

ロ ソ フ ト ウ ェ ア

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

－　19　－



－　20　－

3

（1）

315,214

315,214

315,214

4

（1）

100,601

100,601

（2） 71,147 71,147

（3）

6,110

1,234

7,344

（4） 155

179,247

5

（1）

2,019,531

108,618

232,918

2,361,067

（2）長期前受金収益化累計額

イ　受増財産評価額収益化累計額 △ 1,358,418

ロ　補助金収益化累計額 △ 14,493

ハ　他会計負担金収益化累計額 △ 209,969

△ 1,582,880

778,187

1,272,648

企 業 債 合 計

負　　　　　　債　　　　　　の　　　　　　部

固 定 負 債

企 業 債

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債

ロ 法定福利費引当金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

イ 賞 与 引 当 金

― 19 ―

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

イ 受 増 財 産 評 価 額

ロ 補 助 金

ハ 他 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 合 計

長期前受金収益化累計額合計
繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

預 り 金



6 0

7

（1）

347,349

442,000

789,349

（2）

380,133

△ 380,133

409,216

409,216
1,681,864

利 益 剰 余 金

― 20 ―

資　　　　　　本　　　　　　の　　　　　　部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額

ロ 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

負 債 資 本 合 計

イ 当 年 度

未 処 理 欠 損 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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1 千円 千円 千円
（1） 435,810
（2） 245,388
（3） 21,439 702,637

2
（1） 126,936
（2） 751,785
（3） 86,563
（4） 10 965,294

262,657
3

（1） 200
（2） 191,000
（3） 9,914
（4） 1
（5） 71,525
（6） 2,181 274,821

4

（1）
4,745

（2） 11,259 16,004 258,817
3,840

5
（1） 31,944 31,944

6
（1） 31,944 31,944

0
7

（1） 96
（2） 1 97

8
（1） 1
（2） 96
（3） 100 197 △ 100

3,940
376,194
380,134

そ の 他 医 業 収 益

令和７年度  鬼北町病院事業予定損益計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

医 業 収 益
入 院 収 益
外 来 収 益

そ の 他 医 業 外 収 益

医 業 費 用
給 与 費
経 費
減 価 償 却 費

医 業 損 失
医 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金
他 会 計 負 担 金
補 助 金
患 者 外 給 食 収 益
長 期 前 受 金 戻 入

資 産 減 耗 費

そ の 他 特 別 利 益

医 業 外 費 用
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費
雑 損 失
経 常 損 失

附 帯 事 業 収 益
訪問看護ステーション収益

附 帯 事 業 費 用
訪問看護ステーション費
附 帯 事 業 利 益

特 別 利 益
過 年 度 損 益 修 正 益

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

― 21 ―

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損
過 年 度 損 益 修 正 損
そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 損 失
前 年 度 繰 越 欠 損 金



1 千円 千円 千円 千円

（1）

347,349

2,042,615

△ 1,172,206 870,409

231,927

△ 215,486 16,441

566,882

△ 263,717 303,165

1,537,364

（2）

462

560

1,022

1,538,386

2

（1） 70,995

（2） 101,604

△ 335 101,269
172,264

1,710,650

固 定 資 産
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令和６年度  鬼北町病院事業予定貸借対照表

（　令和７年３月３１日　）

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産

イ 土 地

ロ 建 物

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産 合 計

ハ 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

ニ 医療機器及び 備品

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計
ロ 電 話 加 入 権

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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3

（1）

383,415

383,415

383,415

4

（1）

76,829

76,829

（2） 73,553

（3）

5,807

1,158

6,965

（4） 155

157,502

5

（1）

2,019,531

53,782

194,619

2,267,932

（2）長期前受金収益化累計額

イ　受増財産評価額収益化累計額 △ 1,330,999

ロ　補助金収益化累計額 △ 8,708

ハ　他会計負担金収益化累計額 △ 171,647

長期前受金収益化累計額合計 △ 1,511,354

756,578
1,297,495

固 定 負 債

負　　　　　　債　　　　　　の　　　　　　部

企 業 債 合 計

企 業 債

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債

ロ 補 助 金

未 払 金

引 当 金

イ 賞 与 引 当 金

ロ 法定福利費引当金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

イ 受 増 財 産 評 価 額

預 り 金

ハ 他 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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6 0

7

（1）

347,349

442,000

789,349

（2）

376,194

△ 376,194

413,154

413,154
1,710,649

イ 受 贈 財 産 評 価 額

― 24 ―

資　　　　　　本　　　　　　の　　　　　　部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

ロ 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

イ 当 年 度

未 処 理 欠 損 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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1 千円 千円 千円
（1） 422,376
（2） 227,709
（3） 20,750 670,835

2
（1） 128,015
（2） 726,090
（3） 79,209
（4） 11,575 944,889

274,054
3

（1） 50
（2） 191,000
（3） 9,500
（4） 0
（5） 59,147
（6） 2,316 262,013

4

（1）
3,993

（2） 19,045 23,038 238,975
35,079

5
（1） 31,944 31,944

6
（1） 31,944 31,944

0
7

（1） 96
（2） 966 1,062

8
（1） 0
（2） 96
（3） 100 196 866

34,213
341,982
376,195

外 来 収 益

令和６年度  鬼北町病院事業予定損益計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

医 業 収 益
入 院 収 益

患 者 外 給 食 収 益

そ の 他 医 業 収 益
医 業 費 用

給 与 費
経 費
減 価 償 却 費
資 産 消 耗 費
医 業 損 失

医 業 外 収 益
受 取 利 息 配 当 金
他 会 計 負 担 金
補 助 金

特 別 利 益

長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他 医 業 外 収 益

医 業 外 費 用
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費
雑 損 失
経 常 損 失

附 帯 事 業 収 益

訪問看護ステーション収益
附 帯 事 業 費 用

訪問看護ステーション費
附 帯 事 業 利 益

当 年 度 純 損 失
前 年 度 繰 越 欠 損 金
当 年 度 未 処 理 欠 損 金

過 年 度 損 益 修 正 益
そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損
過 年 度 損 益 修 正 損
そ の 他 特 別 損 失



　Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

1　固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

　減価償却の方法　定額法による

　主な耐用年数

　　建物　　　　　　　　　15年～39年

　　構築物　　　　　　　　10年～15年

　　医療機器及び備品　　 　4年～15年

（2）無形固定資産

　減価償却の方法　定額法による

２　引当金の計上方法

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにその手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込み

額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

（2）退職給付引当金

  職員の退職手当は，「職員の退職手当に係る取扱いに関する覚書」に基づき，退職手当組合へ毎年度支払う一定の負担金

（退職手当組合負担金）のみを負担し，積立金の不足等に応じて発生する追加的な費用負担（収支差額の調整のために支払

う負担金、組合脱退時の精算金等を含む。）については，全て一般会計が負担することとしているため，退職金給付引当金

は計上していない。

（3）貸倒引当金

  債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を勘案し回収不能見込み額を計上している。

３　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

（1）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理方式は税抜方式によっている。なお、控除対象外消費税等については、当年度の費用と

して処理している。

（1）賞与引当金・法定福利費引当金

注　　　　　　記
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　Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

（1）貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計
 　が負担すると見込まれる額は、264,047,000円である。

（1）賞与等引当金の取崩し

 　当年度において期末・勤勉手当６月分（法定福利費含む）の支給のため賞与等引当金7,344,000円を取り崩す。

２　引当金の取崩し

１　後年度において一般会計等が負担する企業債の償還に関する事項


